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毒性 ： 毒物劇物営業取締規則(1912) → 毒劇法(1960)
労働者の健康被害 ： 労働基準法(1947) → 安衛法(1972)

ＤＤＴ、アルドリン等 ： 農取法(1948)

大気汚染(ＮＯｘ、ＳＯｘ)  ： 大防法(1968)
水質汚濁 (カドミウム、六価クロム)  ： 水濁法(1970)

新規化学物質事前審査 ： 化審法(1973)、ＴＳＣＡ(1976) 、67／548／EEC(６次修正版、81施行)

有害性試験方法 ： ＯＥＣＤテストガイドライン(1981～)
試験データ受入れの条件整備 ： ＯＥＣＤ・ＧＬＰ(優良試験所制度、1981～)
試験データの受入れ ： ＯＥＣＤ・ＭＡＤ(1981～)
新規化学物質上市前最少データセット ： ＯＥＣＤ・ＭＰＤ(1982～)
評価結果の受入れ ： ＯＥＣＤ・ＭＡＮ(2002～検討中)

米ＴＲＩ(毒性物質排出目録、1985)
欧ＰＲＴＲ(80年代後半～90年代)
日ＰＲＴＲ(2001→2008見直し)

レスポンシブルケア(1985に加で提唱、日1995～)

既存化学物質の評価促進と有害性情報提供
ＯＥＣＤ・ＨＰＶ(1992、リフォーカス1999), ＨＰＶチャレンジプログラム(米1998)、
ジャパンチャレンジプログラム（日2005）、ＲＥＡＣＨ（欧2008)、新規化学物質審
査の合理化：ＴＳＣＡ1995、化審法改正2008

ハザードベース
の管理

リスク評価ベースの管理
・有害性、暴露情報に基づいたリスク評価

・規制と自主管理の補完

第二次世界大戦（～1945）

顕著な有害性への対応

有害性が顕在化した化学物質(残留農薬)対策

ＰＣＢ問題を契機とした予防的アプローチ

公害への対応

企業の自主管理促進

各国の事前審査制度の国際調和

ボパール事件を契機とした情報開示

リスクベースの化学物質管理

化学物質管理政策の系譜

リスク

ハザード
（危険有害性）

環境排出量
（暴露量）
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我が国の主な化学物質関連法体系

※：フロン回収破壊法等に基づき、特定の製品中に含まれるフロン類の回収等に係る措置が講じられている。
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薬事法：薬に含まれる化学物質を規制
• アスピリン、塩化リゾチーム軟膏、上皮小体ホルモン製剤など

農薬取締法：農作物に使う化学物質を規制
• ケイソウ土、リン化水素、硫黄など

食品衛生法：食品や食品添加物に含まれる化学物質を規
制
• クエン酸、グリセリン、炭酸カルシウムなど

毒物劇物取締法：極めて毒性の高い化学物質を規制
• 二硫化炭素、硫酸、ヒ素など

有害家庭用品規制法：家庭用品に含まれる化学物質を規
制
• 家庭用洗浄剤に含有された水酸化カリウム、家庭用接着剤や

塗料に含有されたトリフェニルスズ化合物など

建築基準法 ：シックハウスやアスベスト被害の原因となる
化学物質を規制
• ホルムアルデヒド（壁紙接着剤）、石綿（アスベスト）など

労働安全衛生法：労働者に影響のある化学物質を規制
• ジクロルベンジン、アクリルアミド、石綿（アスベスト）など

大気汚染防止法：粉じんやばい煙等に含まれる化学物質
を規制
• 二流化硫黄、一酸化窒素、ベンゼンなど

水質汚濁防止法：海や河川等に放出される化学物質を規
制
• カドミウム化合物、ヒ素化合物、有機リン化合物など

土壌汚染対策法：土壌に含まれる化学物質を規制
• トリクロロエチレン、シアン化合物、鉛化合物など

廃棄物処理法 ：廃棄物に含まれる化学物質の廃棄物処
理場外への流出を規制
• ＰＣＢ、水銀化合物、鉛化合物など

化審法：製造事業等で環境中に放出される化学物質を規
制
• ＰＣＢ、ＤＤＴ、トリクロロエチレンなど

化学物質を規制する法律はたくさんあるが、大きく分けると２種類に分類できる。
①人が身近な製品経由で摂取する化学物質の規制（用途規制）
②人が環境経由で影響を受ける化学物質の規制（環境規制）

化学物質規制体系と具体例

①用途規制の例 ②環境規制の例
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第二章 第一種指定化学物質の排出量等の把握等 ［第五条～第十三条］
【→ ＰＲＴＲ制度】

第三章 指定化学物質等取扱事業者による情報の提供等 ［第十四条～第十六条］
【→ ＳＤＳ制度】

化管法の構成

第四章 雑則 ［第十七条～第二十三条］
第十七条（国及び地方公共団体の措置）

第五章 罰則 ［第二十四条］

附則

第一章 総則 ［第一条～第四条］
第一条（目的）
第三条（化学物質管理指針）
第四条（事業者の責務）

特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律
〈制定：平成１１年７月１３日制定/施行：平成１２年３月３０日/最終改正：平成１４年１２月１３日〉
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目的（化管法第一条）
環境の保全に係る化学物質の管理に関する国際的協調の動向に配慮しつつ、化学物質に
関する科学的知見及び化学物質の製造、使用その他の取扱いに関する状況を踏まえ、事業
者及び国民の理解の下に、特定の化学物質の環境への排出量等の把握に関する措置（ＰＲ
ＴＲ制度）並びに事業者による特定の化学物質の性状及び取扱いに関する情報の提供に関
する措置（ＳＤＳ制度）等を講ずることにより、事業者による化学物質の自主的な管理の改善
を促進し、環境の保全上の支障を未然に防止すること。

化管法におけるリスクコミュニケーション①
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◆化管法の特徴
(1) 国際的な動向を踏まえてできた制度であること

１９９２年「アジェンダ２１」に化学物質の管理の重要性が位置づけられたこと、１９９６年ＯＥＣＤがＰＲＴＲの
法制化を勧告したことなど。

(2) 幅広い化学物質を対象としていること
継続的に環境中に広く存在、又は将来環境中に広く存在することが見込まれるものを対象とすること。

(3) 国民の理解の増進
排出量等のデータについての誤解によって混乱が起きないよう、化学物質の性状、排出の状況、管理の状
況などについて国民の理解を増進しながら、施策を進めること。

(4) 事業者の自主的な管理の改善の促進
ＰＲＴＲ制度により、自社の化学物質の排出量等を把握することとなり、管理活動の必要性や進捗状況が
明らかになる。また、ＳＤＳの交付により、化学物質の性状や取扱いについての知識を高めることができる。

(5) 環境行政を進めるための情報源
ＰＲＴＲデータの活用等により、国、地方公共団体が環境保全施策の企画、立案ができる。



化学物質管理指針（化管法第三条）
主務大臣は、事業者による化学物質の自主的な管理の改善を促進し、環境の保全上の支障
を未然に防止するため、化学物質の物理的化学的性状についての科学的知見及び化学物
質の製造、使用その他の取扱い等に関する技術の動向を勘案し、指定化学物質等取扱事業
者が講ずべき指定化学物質等の管理に係る措置に関する指針（化学物質管理指針）を関係
行政機関の長に協議した上で定めるものとしている。

8

◆化学物質管理指針（平成１２年３月３０日付告示）
対象化学物質やそれを含む製品を取り扱う事業者がそれらを管理するときに留意すべき

措置を定めたもの。
(1) 化学物質の製造、使用その他の取扱いに係る設備の改善その他の化学物質の管理の

方法に関する事項
管理体制の整備や化学物質の排出量の抑制に関する事項

(2) 化学物質の製造の過程における回収、再利用その他の化学物質の使用の合理化に関
する事項

化学物質の使用量の合理化を図るための事項
(3) 化学物質の管理の方法及び使用の合理化並びにＰＲＴＲ対象物質の排出の状況に関す

る国民の理解の増進に関する事項
リスク・コミュニケーションに関する事項

(4) 化学物質の性状及び取扱いに関する情報の活用に関する事項
ＳＤＳの有効活用に関する事項

化管法におけるリスクコミュニケーション②



事業者の責務（化管法第四条）
指定化学物質等取扱事業者は、指定化学物質等が人の健康を損なうおそれがあるもので
あること等を認識し、かつ、化学物質管理指針に留意して、指定化学物質等の製造、使用そ
の他の取扱い等に係る管理を行うとともに、その管理の状況に関する国民の理解を深める
ように努めなければならない。

指定化学物質等取扱事業者は、その属する業種や規模、取扱量によらず、
第一種指定化学物質及び第二種指定化学物質が有害性を有するものであ
ることを認識し、かつ、化学物質管理指針に留意して、指定化学物質等の製
造、使用その他の取扱い等に係る管理を行うとともに、その管理の状況に関
する国民の理解を深めるよう努める責務がある。

→ 事業者においては、指定化学物質の管理の改善に努め、その管理の状
況についての説明会を開催すること等を通じて、自主的・積極的に国民に対
する理解増進の取組（リスクコミュニケーション）を行うことが望まれる。

化管法におけるリスクコミュニケーション③
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第十七条（国及び地方公共団体の措置）
(1) 国は、化学物質の安全性の評価に関する国際的動向に十分配慮しつつ、化学物質の性状

に関する科学的知見の充実に努めるとともに、化学物質の安全性の評価に関する試験方
法の開発その他の技術的手法の開発に努める。

(2) 国は、化学物質の性状や取扱に係るデータベースの整備及びその利用の促進に努める。
(3) 国及び地方公共団体は、事業者が行う化学物質の自主的な管理の改善を促進するため、

技術的な助言その他の措置を講ずるように努める。
(4) 国及び地方公共団体は、教育活動、広報活動等を通じて化学物質の性状、管理・排出状

況等に関する国民の理解増進の支援に努める。
(5) 国及び地方公共団体は、(3)及び(4)のための人材育成に努める。

国：化学物質の性状及び取扱いに関する情報のデータベースの整備、利用の促進に努める。
国及び地方公共団体
事業者に対する技術的支援

化学物質の排出量の把握のみならず、化学物質の管理方法や管理技術に関する講習
会の開催等に努める。

国民の理解増進の観点
化学物質の性状や管理の状況について、教育活動の一環として冊子を配布したり、広報
活動としてパンフレットの作成や講習会を開催する。
事業者から要請があれば、リスクコミュニケーションの場を設定すること等を含め、支援
のあり方を検討する。

化管法におけるリスクコミュニケーション④
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化学物質のリスクコミュニケーション

1. はじめに

2. 化学物質のリスク管理とリスクコミュニケーション

3. リスクコミュニケーションの現状と課題

4. リスクコミュニケーションに活用できる情報

5. リスクコミュニケーションの最新事例
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ベネフィット：化学物質の利用による、快適さや便利さなどの有用性

ハザード： 化学物質が潜在的に持つ毒性や爆発性などの危険性・有害性

化学物質は、わたしたちの生活に密接に関わっており、その性質を
利用して生活を便利で豊かなものにしている。

一方、使い方を誤ると、人の健康や環境に対して悪い影響を及ぼす
おそれがある。

化学物質の二面性を理解して、
上手に付き合うこと（利用及び管理）が重要

リスクに基づく適切な化学物質管理が必要

化学物質の利便性と危険性
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パラケルスス （毒性学の父）
“ 毒のないものなどあるだろうか？ 全てのものは毒であり毒のないものはない。

「それに毒がない」と決めるのは摂取量だけである。”

リスク ＝ 有害性（ハザード）と暴露量の比較

化学物質のリスクとは

リスクはどうやって決まるか？

化学物質の存在、それはリスクではない！

リスクは、化学物質と人等が接触（暴露）することにより発生する。
リスクの大きさは、化学物質の毒性の程度（強さ）と化学物質の暴露量
（摂取量）によって決まる。

※暴露：曝[さら]されること(吸ったり食べたり触れたりすることの総称)

ハザードはあるけど、
リスクはないよ

リスクの発生とその大きさ
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管理の対象は

化学物質を十分に管理して、暴露の程度を小さくすれば、（人
や環境への）支障が発現する可能性（リスク）を小さくできる。

有害性は化学
物質固有の性状

であり変化しない

暴露量は、排出を抑制する等
の製造・使用状況の

管理によって制御が可能

暴露量
有害性

排出量

化学物質の管理の目標は環境中濃度

リスク ＝ 有害性（ハザード）と暴露量の比較

リスク管理の対象

リスクが大きい化学物質は、排出量を管理しながら使用するこ
とで、利便性（ベネフィット）との両立が可能となる。

リスク

したがって
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化学物質のリスク評価とは

化学物質による健康等への影響を科学的手法により予測評価すること。

①シナリオ設定
どの化学物質をどのような目的、条
件で評価するかを決定する。

②有害性評価
どのくらいの量でどのような影響がみ
られるのか有害性の強さを調査する。

③暴露評価
どのくらいの量（濃度）の化学物質にさ
らされているか暴露量を調査する。

④リスク判定
有害性の強さと暴露量を勘案し、
リスクがあるかどうかを判定する。

リスク評価

【リスク評価の手順】
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リスク評価
優先的にリスクを管理すべき対象（物質、地域）を洗い出し、その化
学物質の性質や暴露の条件に基づいた評価を行う。

まず知ることが大切

リスクに基づく化学物質の適正な管理

相談しながら
みんなの納得のいく管理を

リスク管理
リスク評価による管理の優先度に基づき、適切な取扱い（削減や管
理）をすることが必要。

リスクコミュニケーション
管理の必要性や方法などについて、リスク情報に基づく関係者間の
情報共有や対話（コミュニケーション）をすることが大切。

リスク評価からリスク管理・リスクコミュニケーションへ
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～リスク管理の考え方～
１． 対象とする化学物質を選択する。

有害性、排出量、法制度、社会・経済状況、費用対効果等を考慮。

２． リスク評価結果を検討する。

① リスクの定量的な評価

② 社内、社外の様々な要因の検討 ・・・リスクヘッジ

３． 具体的な対策を行う。・・・自主管理の推進

① リスクが懸念される。

⇒ 低減策（施設改修、代替物質、社内体制等）の検討

② リスクが懸念されない。

⇒ 現在の低いリスクを継続するための対策

③ リスクの状況を問わず。

⇒ 住民への情報提供の方法の検討（リスクコミュニケー

ション、ＣＳＲ報告書など）

化学物質のリスク管理
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化学物質の管理を適正に行っていくた
めには、その化学物質に関係する全て
の人（事業者、行政、地域住民、…）と化
学物質のリスクに関する情報を共有す
る必要があります。

そのために行なわれる対話がリスクコ
ミュニケーションです。

コミュニケーションを通じて、より具体的
な対策に結びつけ、化学物質による環
境負荷の低減を図ることができます。

～リスクコミュニケーション～

化学物質管理とリスクコミュニケーション
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～ステークホルダーとその役割～

リスクコミュニケーションの役割

◆ 事業者（工場）
社員、地域、消費者への情報公開、自主管理の促進

◆ 地域住民・消費者
地域の環境管理と監視
事業者、行政への化学物質管理の関心

◆ 自治体・国
コミュニケーション支援、情報提供
市民の理解増進の支援、人材育成
地域レベルの環境管理、施策の実施

◆ ＮＧＯ・ＮＰＯ・専門家
専門家としての解説、普及啓発等
化学物質管理対策への立案・提言
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事業者、行政
・リスクの存在、性格と大きさ（化学物質の特定、有害性など）
・リスクの測定方法と数値の意味 （モニタリング、ＰＲＴＲデータ、リスク評価結果など）
・そのリスクの管理方法（低減方法、回避方法など）

地域住民・NPOや自治会

・リスクの知識の有無についての意思表示

・リスクの許容基準に対する意思表示

・リスク管理に対する対抗案の提案

リスクコミュニケーション
理解と信頼の向上
地域の環境の改善情報の共有

～リスクコミュニケーションで何を伝えるか～

騒音振動、排水、温暖化、省エネ、
廃棄物等の他の話題

リスクコミュニケーションの内容

20



化学物質のリスクコミュニケーション

1. はじめに

2. 化学物質のリスク管理とリスクコミュニケーション

3. リスクコミュニケーションの現状と課題

4. リスクコミュニケーションに活用できる情報

5. リスクコミュニケーションの最新事例
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化学物質とは？

法律の目的により、対象となる化学物質の定義が異なる。
化管法 ： 元素及び化合物
安衛法 ： 元素及び化合物
化審法 ： 元素又は化合物に化学反応を起こさせること

により得られる化合物

～化学物質のイメージ～

人工的に作られたもの
有害なもの
工場や自動車からの排気ガス・排水
などに含まれるもの
石油を原料として作られるもの
公害の原因

22

では、国民は化学物質に対して
どのようなイメージを持っているのか？



身近にある化学物質に関する世論調査
［内閣府大臣官房政府公報室］

調査目的：身近にある化学物質に関する国民の意識を
把握し、今後の施策の参考とする。

調査期間：２０１０年６月１７日～６月２７日

調査方法：調査員による個別面接聴取法

調査対象：全国２０歳以上の者、３，０００人、層化２段無
策抽出法

回収結果：有効回収数（率） １，９４２人（６４．７％）

国民の化学物質に対する意識調査①
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～「化学物質」という言葉の印象～

「化学物質」という言葉についてどういう印象を持っていますか？

【化学物質】に対する意識調査②

内閣府大臣官房政府公報室
「身近にある化学物質に関する世論調査」（２０１０年６月調査）より
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～化学物質の安全性に不安がある理由～

化学物質の安全性について、不安があると思われるのは、どのような理由からですか？

【化学物質】に対する意識調査③

内閣府大臣官房政府公報室
「身近にある化学物質に関する世論調査」

（２０１０年６月調査）より
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～化学物質に関して得たい情報～

化学物質について、特に得たいと思う情報は何ですか？

内閣府大臣官房政府公報室
「身近にある化学物質に関する世論調査」

（２０１０年６月調査）より

【化学物質】に対する意識調査④
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「化学物質」という言葉に対して、約７０％が「危ないもの」という印
象をもっている。一方、生活に必要なもの、便利なものであるとも
感じている。

化学物質の安全性に不安がある理由は、「有害なものがあるかも
しれないから」「化学物質についてよくわからないから」など不確実
なものが多い。

化学物質に関して得たい情報について「特にない」は５％程度であ
り、ほとんどの国民が化学物質に関する情報を必要としている。

～世論調査からわかること～

化学物質管理に関する、
わかりやすく正しい情報提供が必要。

【化学物質】に対する意識調査⑤
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事業者と住民の考え方の違い

化学物質による環境リスクに関する正確な情報を、事業者が地域住民や行政
と共有し、相互に意思疎通を図ること（環境リスクに関するコミュニケーションを
行うこと）。

理解と信頼のレベルの向上・環境リスクの低減

事業者（工場）

まずは、両者の考え方の溝を小さくする必要がある。

住民

・問題が起きてないので、リスクコミュニケーション
をする
必要がないのでは・・・

・説明してもわかってもらえないのでは・・・
・どんな質問をするかわからない・・・
・他がやってないし、時間もない・・・

・騒音がひどい、変な臭いがする
・何を作ってるの？どんな化学物質を使っているの？
・説明が専門過ぎてわかんない・・・
・住んでいる地域は安全なの？

28



～リスクコミュニケーションを実施する上での事業者の不安～

リスクコミュニケーションの現状①

◆ コストがかかる
◆ 過剰反応が不安
◆ 何をして良いか不明
◆ 話題がない
◆ 方針がない
◆ ニーズがない
◆ 同業者がしていない
◆ メリットがない
◆ きっと科学的な話は理解してくれない
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リスクコミュニケーションの現状②

～リスクコミュニケーションの重要性の確認～

◆ 住民が何を考えているか知ることが重要
◆ 関係者間でリスクの低減を図る。
◆ 正しい情報を共有する。

◆ 住民が何を考えているか知ることが重要
◆ 関係者間でリスクの低減を図る。
◆ 正しい情報を共有する。

リスクコミュニケーションの重要性

リスクコミュニケーションにより、意見や認識の違いが必ずしも合意されるわ
けではなく、関係者間の対立が解消されるとは限らない。関係者が相互に情
報を要求、提供、説明し合い、意見交換を行って関係者全員が問題や行為に
対して理解と信頼のレベルを上げてリスク低減に役立てること。

・通常のコミュニケーションでも、効果が得られれば構わない。
・化学物質のリスクに関する情報を共有しつつ、信頼関係を築くこと。
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◆コストや手間がかかる
資料はＣＳＲ報告書、リスクコミュニケーションの場は交流会や工場見
学 → 今あるもの、身近なコミュニケーションの場の活用

◆効果が分かりにくい
アンケートをとる → リスクコミュニケーションに参加して、化学物質・事
業者への意識がどう変わったか分かる、住民の本音が分かる（事前ア
ンケートをとれば、資料作成への活用、質問対策ができ、市民の要望
が分かる等、効果的）

◆何をしたらいいか分からない
まずは他の事業者の事例のまねでもいい → 反省点や住民の意見を
参考にしてその事業所、地域に合った形にしていけばよい

◆分かりやすく説明するのが難しい
視覚的に見せる（図・絵の活用）、化学物質アドバイザーの活用、 ファ
シリテータ（中立な立場の人）、インタープリター（解説者）依頼

課題を解決するために①
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◆マニュアルの整備・事例集の充実
初めてリスクコミュニケーションを行う事業者、または、開催を予定している
事業者に対して、基本的な流れのわかるマニュアルが必要。
→ 経済省と環境省のＨＰや一部の自治体ＨＰで公開されている。

リスクコミュニケーションを行った事業者のＣＳＲレポートや環境報告書。

◆情報源の充実
事業者及び住民が事前に知識を得るための情報源が必要。
→ 初期リスク評価書では化学物質の詳しい性状を知ることができる。

法律に基づいて公表されたＰＲＴＲデータの個別事業所データを使えば、
事業者と同等の情報を住民も事前に入手することが出来る。
それを用いて解析することも可能。

課題を解決するために②
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化学物質のリスクコミュニケーション

1. はじめに

2. 化学物質のリスク管理とリスクコミュニケーション

3. リスクコミュニケーションの現状と課題

4. リスクコミュニケーションに活用できる情報

5. リスクコミュニケーションの最新事例
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情報の活用

リスク ＝ 有害性 と 暴露量 の比較

１．有害性データ・排出量データを活用する

化管法のＰＲＴＲ制度から把握

けんさくん
ＰＲＴＲマップ

化学物質の情報を知る

ＣＨＲＩＰ（化学物質総合情報システム）
初期リスク評価書
ＩＡＲＣによる分類（発ガン性評価）

２．国内事例を参考にする
・自治体作成マニュアル ・ＪＲＣＣ地域対話 ・国内事例調査結果

（環境省） http://www.env.go.jp/chemi/communication/index.html
（経済産業省） http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/reports.html
（ＮＩＴＥ） http://www.safe.nite.go.jp/management/index.html

リスク評価概念等の解説
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ＰＲＴＲデータ

個々の事業所のＰＲＴＲデータを事業者、自治体、国民が簡単に入手可能に！

届出先自治体 届出物質数 大気への排出
事業者名称 従業員数 公共用水域への排出
事業所名称 業種 埋立処分
事業所所在地 物質名称 土壌への排出

下水道への移動
廃棄物としての移動

ＰＲＴＲデータの内容

個々の事業所のＰＲＴＲ届出内容が公表されている。
ＮＩＴＥホームページから各年度のデータの入手が可能

http://www.prtr.nite.go.jp/prtr/prtr-kaizi.html

どんなことがわかるか？
・自社からの排出が全国でどれくらいか？
・同業他社は自社より排出量が多い？少ない？
・○○市から届け出されている排出量が知りたい！
・あの工場の排出量は去年より減少している？

データを活用するためには、ＰＲＴＲデータ
を閲覧・集計・比較・印刷・ファイル出力を
行うためのアプリケーション（無料）が必要。

「ＰＲＴＲデータ分析システム」
（ＰＲＴＲけんさくん）

リスクコミュニケーション（事業者、自治体、国民）への活用
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ＰＲＴＲけんさくんとは？
ＰＲＴＲデータ（個別事業所データ）を閲覧・集計・比較・印刷・ファイル出力を行うための
アプリケーション（ＰＲＴＲデータ専用）
ＰＲＴＲけんさくんの他に各年度の届出データが必要（単年度で３ファイル 計２０ＭＢ）

けんさくんの表示画面例

（環境省ＨＰ） http://www.env.go.jp/chemi/prtr/kaiji/index.html

（経済産業省ＨＰ） http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/prtr/6a.html

個別事業所データ（公表）の内容は？

届出先自治体
事業者名称
事業所名称
事業所所在地
届出物質数
従業員数
業種
物質名称

大気への排出
公共用水域への排出
埋立処分
土壌への排出
下水道への移動
廃棄物としての移動

個々の事業所の届出データを事業者、自治体、国民が簡単に入手可能に！！

ＰＲＴＲデータの集計・解析（けんさくん）

（過去の届出すべて入手可能）
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ＰＲＴＲ届出データを都道府県単位、市区町

村単位で地図上に表示。

（排出量合計、大気への排出量、水域への

排出量を表示）

排出量マップ

発生源のデータ（推計値含む）をもとに、気

象データや物性データを加味した大気モデ

ルにより大気中の濃度を推定し、５km×５

kmのメッシュ単位で地図上に表示
数値シュミレーションモデル：

「ＡＩＳＴ－ＡＤＭＥＲ暴露・リスク評価大気拡散」モデル

濃度マップ

ＰＲＴＲマップ

（ＮＩＴＥ ＨＰ） http://www.prtrmap.nite.go.jp/prtr/top.do
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解説資料：
「化学物質のリスク評価について －よりよく理解するために－」
（ＮＩＴＥ ＨＰ） http://www.safe.nite.go.jp/shiryo/yoriyoku.html
リスク評価の考え方や方法を、人の健康に対する影響に限定して、
簡単に解説。

リスク評価概念等の解説

リスク評価の概念を共有の上、暴露の削減や使用物質を検討

38
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ＣＨＲＩＰ（クリップ）

ＣＨＲＩＰは、ＮＩＴＥが独自にデータを収集、ホームページを通じ無料で公開しているデー
タベースです。有害性情報、法規制情報及び国際機関によるリスク評価情報等を検索す
ることができます。

ＣＨＲＩＰ トップページ
http://www.safe.nite.go.jp/japan/db.html

化学物質総合情報提供システム
（CHRIP: Chemical Risk Information Platform）

39

一般情報、国内法規制、各国インベントリ、
曝露情報、海外ＰＲＴＲ各国有害性評価、
物理化学性状、環境毒性、健康毒性



化学物質の初期リスク評価書

Ver. 1.0

No. 94

トルエン
Toluene

化学物質排出把握管理促進法政令号番号：
1-227

CAS 登録番号： 108-88-3

2006年7月

新エネルギー・産業技術総合開発機構
委託先 財団法人化学物質評価研究機構
委託先 独立行政法人製品評価技術基盤機構

目次

1.化学物質の同定情報

2.一般情報

3.物理化学的性状

4.発生源情報

5.環境中運命

6.暴露評価

7.環境中の生物への影響

8.ヒト健康への影響

9.リスク評価

初期リスク評価書は、日本国内のワーストケースを想定した評価

によるスクリーニングを目的に作られたものです。

初期リスク評価書
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【ロジックチャート】

• 自主管理上の課題や問題点及びその解決につなが
る事例

• 化学物質管理の成功要因・阻害要因など

（経済産業省ＨＰ） http://www.meti.go.jp/policy/chemical_management/law/pdf/torikumi.pdf

自主管理の取組事例

「事業者による化学物質の自主管理の取組事例集」

41



リスクコミュニケーション活動の紹介

事業者における化学物質管理関連活動

（ＮＩＴＥ ＨＰ）
http://www.safe.nite.go.jp/management/risk/jirei/index.html 
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化学物質のリスクコミュニケーション

1. はじめに

2. 化学物質のリスク管理とリスクコミュニケーション

3. リスクコミュニケーションの現状と課題

4. リスクコミュニケーションに活用できる情報

5. リスクコミュニケーションの最新事例
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リスクコミュニケーションプログラムの変化

図１　実施プログラムの比較
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事業者から説明された内容

図2　説明項目の比較
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図3　質問項目の比較
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BCP（Business Continuity Plan）とリスコミ
3.11東日本大震災を経験して

46

３．１１東日本大震災の経験を踏まえて
① 広域巨大災害時の企業活動への影響
・想定外の被害（低頻度の巨大災害：1000年に一度の津波）
・間接的な影響（福島第一原発事故：エネルギー、放射能汚染）
・グローバリゼーション（拡大するサプライチェーンの維持）
・組織のマネジメント、ガバナンス体制の見直し。（ＢＣＰの構築）

② 化学物質管理制度への影響
・環境省は、震災前平成２１年度に「自治体環境部局における化学物
質に係る事故対応マニュアル策定の手引き」を公開。
・ 震災後、幾つかの自治体で「化学物質に係る事故対応マニュアル
（事業者向け）」を策定。（和歌山県など）
・東京都と大阪府は、漏えい後の化学物質のリスク評価をシミュレート
し、独自条例、 化学物質管理指針、事業者向けマニュアル等を見直し。
・環境省は、２０１２年に各自治体の化学物質管理制度（条例、事業者
対策マニュアル）の見直しの状況について、調査を実施。
（64自治体のうち、16自治体が見直し）

横浜国立大学環境情報学府客員准教授
ＮＩＴＥ化学物質管理センター 竹田 宜人



爆発炎上するコスモ石油千葉製油所のLPGタンク（2011年3月11日）
フジニュースネットワーク （3.11忘れない）

http://www.fnn-news.com/311/articles/201103110044.html



炎上する金属加工会社「シバタテクラム」の町田工場
（消防法、東京都環境確保条例等無許可操業）

http://www.zakzak.co.jp/society/domestic/photos/20140514/dms1405141204005-p1.htm
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化学物質に係る事故対応マニュアル（事業者向け）では、

→ ＰＲＴＲ制度に基づく排出量の公表は、防災対策として行われる事業
者と地域(住民、自治体）の対話の一つの項目（危険物としてのリスク）

→平常時の環境リスク（化学物質、温暖化、廃棄物等）ばかりではなく、事
故時、震災時のリスク （爆発、漏えい）、避難所や救援拠点等の機能など
ベネフィットも含めて、総合的な地域との対話をリスクコ ミュニケーションと
して位置付ける。

→ＢＣＰ（事業継続計画）における住民との対話と関連付けるなど、リスク
マネジメントにおけるコミュニケーションと位置づけ

従来、政府等が説明してきたリスコミはリスクマネジメント
の中の項目の一つとして、理解することが重要。

BCP（Business Continuity Plan）とリスコミ
3.11東日本大震災を経験して



まとめ

住民の関心や情報公開への意識の高まりと、化管法制定等を契機に、
事業者や自治体の中でリスクコミュニケーションの重要性が認識され、
自主的な取り組みが継続されている。

住民と事業者の情報量の差と目的・関心に違いがあるために、まずは、
事業者が情報を提供することが重要。

ＰＲＴＲデータは、地域のリスク情報として、事業者・住民・自治体が同じ
質のデータを持つことが重要である。

現在は、化学物質管理のリスクコミュニケーションは、企業の事業継続、
地域の震災対策の一つの項目として、見直しが始まっている。

事業者、行政はリスクマネージメントを行う上で必要な情報交換として、
広くリスクコミュニケーションをとらえるべきである。
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化学物質管理に関するサイトの新着情報、報道発表情報等
を無料で配信するサービスです。

政府、独立行政法人等の公的機関等のホームページから発
信された情報をリンクとともに掲載しております。

原則毎週水曜日にお届けします。

メールマガジン【ＮＩＴＥケミマガ】
ＮＩＴＥ化学物質関連情報

配信登録受付中！
http://www.safe.nite.go.jp/shiryo/chemimaga.html

化学物質管理に関する情報収集には
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